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～ 産業政策との関連を中心に（その 2）～ 
 
The Rapid Growth of Emerging Local Automobile Manufacturers in China: 
Especially on Their Relationship with Industrial Policies (Part2) 
 
劉  暢  許   栩 






産業が世界トップの座に着く 2010 年前後までのおよそ 60 年間とする。 
本稿（その 2）は、前稿（その 1）の分析結果を踏まえ、その二重の産業政策が、2002 年
頃から「瀋陽金杯」ないし東北地域に対して、どのような影響を与えたのかという視点から、
さらに進んで中国自動車産業政策および「東北振興戦略」の実施を取り上げる。検証の対象





















































































な世界 3 大黒土地帯の一つとしてその名が知られている 1）。 
東北地域の鉱産物資源の開発はすでに 1930 年代から行われていた。豊富な自然資源を背
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景に、第 2 次世界大戦後、東北地域は、重要な「重工業基地」と位置づけられ、「共和国の長
男」として経済復興の最先端に立たされていった。1950 年から 52 年までの間は、中国全体
の総投資額の 5 割以上が傾斜的に投入され、東北地域の経済復興は、急ピッチに進められて
いた。東北地域が重工業を中心に経済復興を進めた要因としては、次の 3 点が指摘される 2）。 
①．毛沢東による重工業建設を最優先するという強力な産業政策の介入があった。 
②．経済を復興させるために重工業に牽引車としての役割を果たさせる必要性があった。 
③．朝鮮戦争（1950 年 6 月 25 日～1953 年 7 月 27 日）に対応するための需要があった。 

























急展開に遅れをとってしまった。東北地域の GRP（地域総生産、英文 Gross Regional Product）
の実質成長率は、年々全国平均を下回り、大きく水を開けられていた。1960 年には 18.7％だ
った全国 GDP（国内総生産、英文 Gross Domestic Product）に占める東北地域の比率は、2002
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った。このため、1990 年から 2002 年までの間は、中国の直接投資受入総額の約 7 割を占め
る沿海地域とは対照的に、東北地域の直接投資受入額は、極めて少なかった 8）。 
 こうして、かつての「重工業基地」が 2003 年までの間に、沿海地域に追い越され、中国の
重工業全体に占める東北地域の生産額の割合は全面的に低下していった。東北地域の中では、
開発の歴史が比較的長い遼寧省のケースがその典型とも言える。1970 年代までは、石油・冶
金・機械・電子の 4 大産業が遼寧省の地域経済を支える主力産業であった。しかし 1990 年代
に入ってからは、その優位性が明らかに失われていた。1996 年の時点では、遼寧省 4 大主力
産業の売上高合計が 2,205 億元だったものの、これは沿海地域といわれる江蘇省の 55.6％、
広東省の 61.0％、上海市の 72.1％、山東省の 87.8％でしかなかった 9）。そして、1978 年には
遼寧省の地域総生産額は、広東省の 1.3 倍で、鉱工業総生産額が広東省の約 2 倍であったの


















的良好な状況にある遼寧省においても、赤字企業が 1985 年の 1,435 社から 1997 年の 6,657
社に増大し、赤字総額は 3.9 億元から 111.5 億元にまで膨れ上がった。1998 年の時点では、
遼寧省 2,835 社の国有企業の中で、赤字企業は 1,307 社で、全体の 46％にも達し、その赤字
総額は 40.88 億元にも上っていった。製造企業全体の労働生産性は全国第 20 位に下がり、一
人当たりわずか 17,657 元でしかなかった 13）。一方失業率では、とりわけ遼寧省の状況が最も





東北地域に新たな転機をもたらしたのは、胡錦濤・温家宝体制であった。2001 年 3 月に、
第 9 期全国人民代表大会第 4 回会議が北京で開かれ、「第 10 次五ヵ年計画」（2001～2005 年）
が採択された。この「五ヵ年計画」の中で、「東北地域等旧工業基地の改造と構造調整を積極
的に支援・促進する」という東北地域の経済発展に関する方針が示されたのである 15）。翌 2002
年 11 月に開催された中国共産党第 16 回全国大会では、「東北地域等の旧工業基地の再編およ
び資源型都市の産業構造調整を支持する」という基本方針が新たに提示され、その後、「東北
振興」という言葉は中国の公式文書に頻繁に登場するようになったのである。 














 「東北振興戦略」がある一定の成果を収めた 2007 年に、中央政府は更に 2010 年から 2020
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年までの期間を視野に入れた「東北地域振興規画」を新たに公布した。そしてこの「規画」
の中で、東北地域経済が抱える重要課題として、 





 ④． エネルギー資源を供給する能力が低下し、一部の地域では環境汚染が深刻化している。 
 ⑤．資源型都市（特に資源枯渇型都市）の持続的な発展を維持する能力が低く、変わりに 
なりうる新しい産業の発展が極めて遅いため、社会および環境に影響を及ぼしている












年の東北地域の実質経済成長率では、遼寧省が 12.1％、吉林省が 13.7％、黒竜江省が 12.2％
に達していて、いずれも同じ年の中国国内の平均レベルを大きく上回っていった。一方、失
業率では、2011 年に、遼寧省と吉林省の失業率はともに全国平均の 4.2％を下回っていった。





糧生産量は、中国の国内総生産量の 17.6％に相当する 9,621 万トンに達し、食品加工業も、
農産物の高付加価値化、高度加工、生産規模の拡大といった特徴を強め、急速に変貌を遂げ
ていった 19）。同じ年に、中国の自動車生産台数は、アメリカを超え世界最大規模の 1,826 万
台に達した。そのうち、東北地域の生産台数は、中国全体の 14.2％を占め、259.7 万台に拡大
した（表 1）。 
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表 1 2010年の中国および中国東北地域の自動車生産状況 
項   目 遼寧省 吉林省 黒竜江省 東北地域 中国全体 
生産台数（万台） 70.8 164.1 24.8 259.7 1,826.5 
対前年比 （％） 39.2 48.4 △12.7 25.2 32.4 
全国シェア（％） 3.9 9.0 1.3 14.2 100.0 
出所 中国国家統計局［2011］より作成。 












2001 年に、中国は WTO に正式に加盟した。これをきっかけに、中国自動車産業の市場化
が本格的に進められ、外資系自動車メーカーに対する政策規制も一層緩和され、外資系自動
車メーカーの進出および海外からの技術導入も更に加速した。その後、中国自動車産業は、
中国の WTO への正式加盟を起爆剤に、「第 10 次五ヵ年計画」（2001～2005 年）の実施に伴
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2005 産業構造調整促進暫定規定 ○  ○ 
2006 国民経済と社会発展第 11 次五ヵ年計画要綱 ○ ○ ○ 
2007 外資利用｢十一五｣規画  ○ ○ 
2010 戦略的新興産業の育成・発展に関する決定 ○ ○ ○ 
2011 国民経済と社会発展第 12 次五ヵ年計画 ○ ○ ○ 
技術政策
 
2006 国家中長期科学技術発展規画要綱  ○ ○ 
2006 国家｢十一五｣科学技術発展規画  ○ ○ 






2004 省エネルギー中長期専項規画   △ 
2006 省エネルギー技術政策概要   △ 
2007 エネルギー発展｢十一五｣規画   △ 
2007 再生可能エネルギー発展規画   △ 
2008 再生可能エネルギー発展｢十一五｣規画   △ 





2004 自動車産業発展政策 ○ ○ ○ 
2006 自動車産業構造調整に関する意見通知 ○  ○ 
2009 自動車産業調整と振興規画 △ △ △ 
2009 自動車産業発展政策 △ ○ ○ 
2011 省エネ・新エネルギー車産業規画 △ △ △ 
出所 瀋陽市経済委員会の「汽車産業発展弁公室」の資料、周レイ［2011］p.68 より作成。 
注  ○は発展方向を示すマクロ政策を意味する。 
   △は個別政策または特定分野に関するミクロ政策を意味する。 
 
その結果として、中国自動車産業は 2009 年に生産台数で 1,379 万台、販売台数で 1,364 万
台を達成し、販売台数はアメリカを、生産台数は日本を抜き、世界最大規模となった。2010
年には、中国の自動車生産台数および販売台数はともに 1,800 万台を超え、対前年比 32％の
伸びを実現したのである 22）（図 1）。 
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出所 中国汽車工業史編集委員会［2014］より作成。 








出所 中国国家統計局［2012］p.129 より作成。 















表 3 中国東北地域の主な完成車メーカー（2010年現在） 
企業グループ メーカー 主なブランド 本社所在地 
瀋陽金杯グループ 
瀋陽金杯 BMW BMW3 シリーズ、BMW5 シリーズ  
瀋陽市 瀋陽金杯 中華、Grace、駿捷、金杯 
上海汽車グループ 上海 GM 北盛 ビュイック GL8 
中順汽車 中順、中順世紀 
丹東黄海汽車 旗勝、翱龙、挑戦者、柴神 丹東市 
河北中興汽車 旗艦、驰野、中興無限、福星  
長春市  
第一汽車グループ 
一汽 VW ジェッタ、ボーラ、ゴルフ 
キャディ、Sagitar、アウディ 
一汽乗用車 Mazda6、Besturn、红旗 
一汽吉林汽車 佳宝 吉林市 
哈飛汽車 赛馬、路宝、赛豹、百利 ハルビン市 
出所 瀋陽市経済委員会の「汽車産業発展弁公室」の資料より作成。 









ている。「第一汽車」は長春市において「第一汽車製造廠」（1952 年 4 月～1965 年 4 月）とし
て設立され、その後、時代の変化と共に、中央政府の直接指示により経営体制が改められる

























ある。また、160 社の「国有企業および年商 500 万元以上の非国有企業」、いわゆる「規模以
上企業」の部品メーカーが存在している。瀋陽市の「経済委員会汽車産業発展弁公室」の資





した（前稿「その 1」の「表 1」）。前稿で検証したように、「瀋陽金杯」は 2002 年までに、地
方国有企業としての更なる成長のための基礎を一応固めたのである。ここからは、前稿の「表
































に、乗用車の生産を始めていた。まさにそうしたプロセスの中で、1985 年 5 月に、「瀋陽金
杯」が地方国有企業として正式に誕生したのである（前稿の「4.1」）。 
1988 年以降、「3 大 3 小」という産業組織政策の下で、完成車市場への新規参入が厳しく制




拡大期（1994～2003 年）の重要政策として最も注目されるのは、1994 年 7 月 12 日、中央
政府により公布された中国初の特定産業を対象とする産業政策、いわゆる「中国自動車産業
発展政策」である。「3 大 3 小」政策による外資系企業との合弁事業が「解凍」され、完成車
ないし部品に関する海外からの技術導入が一層活発化していった（前稿の「3.1」）。 






































































寧省および瀋陽市政府は、翌年 3 月の全人代での「第 10 次五ヵ年計画」の採択に向け、管轄
域内における産業全体の構造転換を図る必要性から、ドイツ資本の誘致および「瀋陽金杯」


















表 4 「瀋陽金杯」株式の保有状況（2002年） 
順位 株 主 持株数（万） 持株比率（％） 株式性質 
1 瀋陽市汽車工業資産運営有限公司 26,642.47 24.38  A＊ 
2 瀋陽新金杯投資有限公司 9,798.30 8.97 A 
3 瀋陽工業国有資産運営有限公司＊＊ 8,404.02 7.69 A 
4 華晨金杯汽車有限公司 7,344.89 6.72 A 
5 中国第一汽車集団公司 3,960.96 3.63 A 
6 瀋陽国有資産運営有限公司 407.58 0.37 A 
7 孫飴財＊＊＊ 297.00 0.27 A 
8 遅長全 224.27 0.21 A 
9 王韶華 196.00 0.18 A 
10 孫文新 181.55 0.17 A 
11 国家株式所有権（1＋2＋3＋4＋6） 52,597.26 48.13 A 
12 その他 51,810.43 47.41 A 
出所 張丹寧［2009］p.123 および瀋陽市経済委員会の「汽車発展弁公室」の資料より作成。 
注  ＊  A は中国国内の流通制限株である。 
   ＊＊  順位 3 番目の株主は、会社運営に対して実質的な権限を持つ。 
   ＊＊＊ 一部の個人株主には、内規により、国家所有株主と同一行動を取ることが義務づけられているが、
詳しいことは公表されていない。 
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 2003 年に、「瀋陽金杯」は、「東北振興戦略」の実施を追い風に、瀋陽市発展改革委員会の
斡旋により、ドイツ BMW 社と正式に契約を交わし、双方持ち株 50％、総投資額 4.5 億ユー




2005 年、5 代目 BMW3 シリーズの中国での国内販売が始まった。ドイツ勢の参入により、



































2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014年 
生産台数（台） 成長率（%） 
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出所 遼寧省統計局『遼寧統計年鑑』、中国汽車工業史編集委員会『中国汽車工業年鑑』 
関連年度版および瀋陽市経済委員会の「汽車産業発展弁公室」の資料より作成。 
注  生産台数には、乗用車、バス、トラックが含まれる。 
図 4 瀋陽市の自動車生産台数および中国全体に占める比率の推移 
 





































生産台数（万台）  中国全体に占める比率（%） 






う角度から、引き続き「瀋陽金杯」に焦点を当て、2002 年頃から 2010 年前後までの約 10 年
間を対象に実証分析を行った。この課題研究の現段階での結論として、本稿は、これまでの
















































16) 西部大開発は、2000 年 3 月の全国人民代表大会で正式に決定された一大国家戦略プロジェクトで










23) 王志誠［2007］p.245、蒋学偉［2015］p.5、p.72、p.81 および中国第一汽車集団公司公式 HP 2015
年 12 月 28 日閲覧。 




28) 「環渤海経済圏」は、狭義的には、渤海沿岸 13 の都市によって形成される経済圏を意味し、中国
政府によって、重工業の国有企業の改革および外資誘致の重点地域として指定されている。 
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